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山梨県離職者等再就職訓練事業業務委託（⻑期⾼度⼈材育成コース）チェックリスト 
 
＊入札参加資格確認に必要な提出資料（入札説明書３「入札参加者に必要な資格」関係） 

項目 内 容 提出資料 
（１） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。  

・履行誓約書（様式３） 
・誓約書（様式２） 

（２） 物品等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等（令
和３年山梨県告示第６７号）に規定する物品購入等入札
参加有資格者名簿に登載されている者であること。  

・証する書類の写し 
（申請中の者は該当審査申請書の
写し） 

（３） この公告の日から入札の日までの間に山梨県から「山梨
県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領」に基づく
指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

― 

（４） 県の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手
方として不適当な者であると認められる者でないこと。  

― 

（５） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生
手続開始の申し立て、又は⺠事再生法（平成１１年法律
第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされ
ている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定を受け
た者を除く。）でないこと。  

― 

（６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成
３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員
（以下「暴力団員」という。）又は法⼈であってその役員
が暴力団員でないこと。  

・誓約書（様式２） 
（山梨県物品等入札参加資格者名
簿に登載されている者は提出不
要） 

（７） 別添１の要件を満たすこと。  
１.文部科学大臣が職業実践専門課程として認定した養

成課程であること。あるいは、所管大臣又は山梨県知
事が指定する養成施設であること。 

・証する書類の写し（指定なし） 

２.山梨県内に教育訓練施設を有し、２年間の養成課程を
実施していること。 

（７）１及び 4 と同じ 

３.受託しようとする訓練の目的・目標、カリキュラム内
容、訓練時間、訓練場所等が、求職者の職業能力の開
発及び向上に資するものであって、真に就職に必要な
訓練と認められるものであること。 

・訓練カリキュラム（様式８） 
・教育訓練機関等の概要 2（様式
10） 
・パンフレット 

４.受託しようとするカリキュラム内容と同程度の訓練
等を 1 年以上実施しており、入校実績・修了実績を有
するものであること。なお、同程度の訓練等とは訓練
期間までは拘束せず訓練内容とし、また１年以上と
は、申請日より１年以上前から同程度の訓練を開始
し、引き続き行っていることとする。 

・受託希望コースに係る過去の就
職率調査票（様式 12） 

５.訓練を適切に管理・運営できる組織・⼈員を備えてお
り、訓練全般に係る統括責任者、就職支援責任者及び

・講師名簿（様式９） 
・教育訓練機関等の概要 3 ・５ （様



2 
 

事務担当者が配置されていること。なお、就職支援責
任者は、訓練実施日数のうち５０％以上の日数にお
いて、当該訓練実施施設で業務に従事すること。 
 また、就職支援責任者は、次のいずれかに該当する
者であることが望ましい。 

  ⅰキャリアコンサルタント（職業能力開発促進法第
３０条の３に規定するキャリアコンサルタント
をいう。） 

  ⅱキャリアコンサルティング技能士（1 級又は 2 級） 
  ⅲ職業能力開発促進法第２８条第１項に規定する

職業訓練指導員免許を有する者 
ただし、平成３０年度以降に新たに委託する委託

先機関については、当面の間、キャリアコンサルタ
ント等の配置を必須としないものとする。 

式 10） 
・キャリアコンサルタント等の登
録証写し 

６.仕様書に定める定員の訓練生が訓練を受けるに十分
な施設、設備及び備品等が整備されていること。 

・パンフレット、ホームページの
写し等 

７.訓練を指導する者は、次に該当する者で、担当する科
目の指導経験を１年以上有する者であること。職業
訓練指導員免許を有する者又は学歴、実務経験等の
要件に適合するなど、職業訓練の適切な指導が可能で
あると認められる者とすること。なお、学歴、実務経
験等の要件に適合するとは職業能力開発促進法第３
０条の２第２項の規定に該当する者であり、職業訓
練の適切な指導が可能であると認められる者（担当
する科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有
する者、又は、学歴又は資格によって担当する科目の
訓練内容に関する指導能力を明らかに有すると判断
される者等職業訓練の適切な指導が可能な者を含
む。）であること。訓練を指導する者の配置は、訓練
内容が実技・学科に関わらず、概ね３０⼈に１⼈以上
の配置をすることを標準とすること。 

講師名簿（様式９） 

８.過去５年間以内に委託訓練実施要領に規定されてい
る不正行為（他の要領に基づく委託訓練や求職者支
援訓練において不正行為があった場合も含む。）に係
る処分がないこと。また、公共職業訓練の受託機関と
して適性を欠くような事業主体でないこと。 

― 

９.個⼈情報の取り扱いについて充分な注意を払い、受託
事業コースで知り得た個⼈情報を、他の業務に利用
しないこと。 

契約書別紙様式 
（契約締結時に提出） 

10.過去に受託した訓練コースにおける直近又は直近２
年間の正社員就職率が８０％以上であること。ただ
し、介護福祉士及び保育士の資格取得を目標とする

・受託希望コースに係る過去の就
職率調査票（様式 12） 
※委託先機関において、実施しよ
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ものは、就職率８０％以上であること。 （なお、厚生
労働省との協議の結果、訓練コ−スの設定が認めら
れた場合を除く。） 

 

うとする訓練コースの過去の就職
率実績が以下の①または②に該当
すること。 
①直近実績が 80％以上 
（「直近」の例：令和９年度開講コ
ースの場合、令和 7 年度） 
②直近実績は 80％未満であるが、
直近２年間の実績を平均すると
80％以上 
（「直近」の例：令和９年度開講コ
ースの場合、令和 7 年度。また「直
近２年間」＝令和７・６年度） 
※平均算定方法 
２年間の修了者と就職退校者の合
計を分⺟に、就職者数を分子にし
た割合で計算したものが２年間の
就職率平均となる。（パーセント同
士の平均ではない） 

（８） 山梨県内に、本社（店）、支社（店）又は営業所を有する
者であること。  

・教育訓練機関等の概要 1 ・２ （様
式 10） 
・パンフレットやホームページの
写し等 

（９） 単独事業者であること。  ・パンフレットやホームページの
会社概要、事業概要の写し等  

 
 
その他  

項目 内 容 提出資料 
① 委託費入札額が、委託訓練実施要領の規定されている額

の範囲内とし、一般の受講者の授業料等を超えていない
こと。 

・入札書（様式６） 
・一般の受講者が負担する授業単
価（様式 11） 
（見積書（様式７）） 

② テキスト・資格試験受験料等、受講者自己負担額の内訳 様式任意 

③ 保証金の免除を受けようとする場合は、過去２年間に、国
及び地方自治体（公団等含む）と、種類及び規模をほぼ同
じくする契約を２回以上にわたって締結し、これら全て
を確実に履行していること。 

契約書の写し（２年分） 

 
※複数の項目で提出を求める書類が重複する場合は、当該書類は１部のみ提出してください。 


